
令和６年度６月補正予算案の概要

（一般会計補正予算）

（特別会計補正予算）

（企業会計補正予算）

静　岡　市
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予　　　　　　　　　算

一般会計補正予算（第２号）

介護保険事業会計補正予算（第１号）

水道事業会計補正予算（第１号）

下水道事業会計補正予算（第１号）

※△印は減を表しています。
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１　ポイント
○ 「地域経済の活性化」「文化・スポーツを活かしたまちづくりの推進」「安全・安心の確保」の３つを柱に

予算を編成

○ 「地域経済の活性化」として、増加する未利用・低利用地や空き家などを有効活用し、農地の集約や

企業立地用地の創出などを実施する新たな法人を設立する。また、クルーズ客等の外国人観光客の

インバウンド消費を地域に取り込むための体験コンテンツの造成等を行う。

○ 「文化・スポーツを活かしたまちづくりの推進」として、静岡市民文化会館再整備事業について、積算

額及び事業スケジュールの見直しを行う。また、寄附金を活用した清水日本平運動公園球技場の設備

更新や、働く世代を対象としたスポーツを習慣化するための取組を実施する。

○ 「安全・安心の確保」として、50歳以上の市民を対象に帯状疱疹ワクチンの接種費用の助成を令和６年

10月から開始する。また、葵区日向の違法盛土について、静岡県と共同して行政代執行を実施する場

合に備えて必要な予算を計上する。

○ その他、国庫補助金を活用した道路や街路等の社会基盤の整備等を進めるほか、認定こども園・保育

所等における職員配置基準の改正に伴う予算の増額、静岡市立清水桜が丘高等学校におけるデジタ

ル人材の育成といった子育て支援・教育の充実などに取り組む。

２　予算規模 （単位：千円）

補正前の額 補正予算額 補正後の額

一般会計 353,739,000 5,402,283 359,141,283

特別会計 252,353,800 14,628 252,368,428

企業会計 79,925,400 226,307 80,151,707

686,018,200 5,643,218 691,661,418

３　補正額一覧表
一般会計 （単位：千円）

補正前の額 補正予算額 補正後の額

総務費 34,349,053 2,937,938 37,286,991

民生費 123,551,188 15,760 123,566,948

衛生費 36,284,063 140,000 36,424,063

農林水産業費 4,092,349 40,000 4,132,349

商工費 6,185,112 30,000 6,215,112

土木費 43,030,337 2,182,223 45,212,560

教育費 48,619,715 49,880 48,669,595

災害復旧費 5,976,829 6,482 5,983,311

その他 51,650,354 51,650,354

353,739,000 5,402,283 359,141,283

国庫支出金 63,762,085 1,177,691 64,939,776

県支出金 21,190,641 25,585 21,216,226

繰入金 11,019,090 30,000 11,049,090

繰越金 1,500,000 1,074,607 2,574,607

市債 33,562,400 3,094,400 36,656,800

その他 222,704,784 222,704,784

353,739,000 5,402,283 359,141,283歳 入 合 計

同
上
財
源

区 分

合 計

区 分

歳 出 合 計
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特別会計 （単位：千円）

補正前の額 補正予算額 補正後の額

 介護保険事業会計 73,395,000 14,628 73,409,628

その他 178,958,800 178,958,800

252,353,800 14,628 252,368,428

企業会計 （単位：千円）

補正前の額 補正予算額 補正後の額

水道事業会計 20,199,000 211,257 20,410,257

下水道事業会計 43,521,000 15,050 43,536,050

その他 16,205,400 16,205,400

79,925,400 226,307 80,151,707

区 分

合 計

区 分

合 計
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４　６月補正後予算額の推移（一般会計）

（単位：千円、％）

年   度 補正予算額 ６月補正後予算額
補正後
予算額

対前年度比

平成２７年度 2,264,237 284,865,498 2.5

平成２８年度 2,385,064 284,585,064 △ 0.1

平成２９年度 1,245,036 312,845,036 9.9

平成３０年度 1,889,217 314,169,099 0.4

令和元年度 1,946,812 320,208,782 1.9

令和２年度 3,107,804 406,160,043 26.8

令和５年度 1,701,578 357,770,278 3.7

令和３年度 5,188,555 335,323,655 △ 17.4

令和４年度 7,092,137 344,894,137 2.9

令和６年度 5,402,283 359,141,283 0.4

※６月補正としては、平成21年度の約76.6億円に続き、政令指定都市移行後２番目の規模
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５　事業の概要

◎は新規事業、○は拡充事業、☆は臨時的事業 （単位：千円）

課　名
 施　策　・　事　業
   (款－項－目）

予    算    額
  (      )内は、
補正前予算額

総合政策局

◎ 3,039,000 （事業内容）

☆ (0)

【特定財源】 市債 2,250,000

市民局

3,958 （事業内容）

(3,300)

（仮称）静岡市土地等利活用
推進公社運営負担金
（仮称）静岡市土地等利活用
推進公社設立出資金

（２－２－１）

市民サービスコーナー戸籍等
証明書出力用機器等更新事業
（登録、証明書交付事業）

（２－４－１）

１　（仮称）静岡市土地等利活用推進公社設立にかかる
　　出資 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,000,000千円
２　（仮称）静岡市土地等利活用推進公社運営費負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　39,000千円
　　【組織概要】
　　・ 名　 　称　　（仮称）静岡市土地等利活用推進公社
　　・ 形　 　態　　一般財団法人
　　・ 設 立 者　　静岡市
　　・ 基本財産　 3,000,000千円（市からの出資による）
　　・ 設立時期　 令和６年８月
　　　　　　　　　　 ※令和７年４月設立を予定していたが、
　　　　　　　　　　　　前倒して設立
　　・ 人員体制　 10人（うち、市派遣職員８人）
　
　【事業概要】
　　・農地集約化推進事業
　　　農地所有者に対し、営農希望や土地利用の意向の
　　　把握・調整を行い、農地中間管理機構を介した売買・
　　　交換のあっせんなどによる農地の集積・集約を行うこと
　　　で、まとまった一団の農地を創出し、農業の効率化や
　　　大規模経営化を図る。
　　・産業用地確保事業
　　　農地集約を実施した結果として生じた一団の農地以
　　　外の土地について、開発事業者や進出を希望する
　　　企業への情報提供や仲介などを行い、企業立地用
　　　地などの産業用地として活用することで、産業の集
　　　積・高度化を図る。
　　・空き家活用促進事業
　　　空き家所有者が気軽に相談できる窓口を設置し、
　　　利活用ができる空き家の掘り起しを行い、民間事業
　　　者や入居希望者に紹介する。また、空き家所有者
　　　が希望する場合は、法人が空き家を借り上げ、入居
　　　希望者へ貸し出すこと（サブリース）で、空き家所有
　　　者の負担感やリスクの軽減を図り、賃貸物件として
　　　空き家の市場への流通を促進する。

（１）　一般会計

内　　容　　等

企 画 課

戸 籍
管 理 課

市民サービスコーナーの段階的な廃止を踏まえ、令和６年
12月でリース期間が終了となる証明書出力機器の更新
１　令和６年度末で廃止予定の市民サービスコーナー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28か所中、１5か所）
　　※既存機器の再リース
　　・区域　　　　　 藁科、美和、麻機、西奈、大里、南部、
　　　　　　　　　  　小鹿、東豊田、高部、庵原、袖師、駒越、
　　　　　　　　　  　三保、興津、由比
　　・リース期間 　令和７年１月から令和７年３月まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （３か月）
２　継続予定の市民サービスコーナー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28か所中、１３か所）
　　※新規機器のリース
　　・区域　　　　　城東、東部、北部、西部、有度、飯田、
　　　　　　　　　　　梅ケ島、玉川、大河内、大川、清沢、
　　　　　　　　　　　両河内、小島
　　・リース期間 　令和７年１月から令和９年12月まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36か月）
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◎は新規事業、○は拡充事業、☆は臨時的事業 （単位：千円）

課　名
 施　策　・　事　業
   (款－項－目）

予    算    額
  (      )内は、
補正前予算額

内　　容　　等

980 （事業内容）

(12,283)

観光交流文化局

☆ 30,000 （事業内容）

(0)

【特定財源】 国庫補助金（10/10） 30,000

△ 106,000 （事業内容）

(124,100)

【特定財源】 国庫補助金（1/2） △ 30,151
市債 △ 67,000

事業スケジュールの見直しに伴う現年度予算の減額
①公告期間
　　・前回　　約３か月間（56営業日）
　　・今回　　約７か月間を想定

②スケジュール（予定）
　　・実施設計 R6.6月～R7.8月　→ R7.4月～R8.6月
　　・改修工事 R7.7月～R9.11月→ R8.4月～R10.9月
　　・休館期間 R7.4月～R9.3月　→ R7.4月～R10.1月上旬
　　  ※工事着工が後ろ倒しになるが、設備等の経年劣化
　　　　 による施設管理リスクが高まっているため、安全性
　　　　 等を考慮し、休館開始時期は変更しない。
　　・一部開館 R9.4月～　　　　　 → R10.1月下旬～
      ※中ホール、ロビー棟のみ
　　・全部開館 R10.4月～　　　　 → R10.12月～

　②事業費
　　・総事業費　　12,378,000千円　　→　15,070,000千円
　　・令和６年度　　　106,000千円　　→　　　　　　　 0千円
　　・令和７年度　  1,607,000千円 　 →　　　  78,057千円
　　・令和８年度　　5,925,000千円　　→　  1,767,027千円
　　・令和９年度　　4,740,000千円　　→　  7,405,726千円
　　・令和10年度　 　　　　　 0千円　　→　　5,819,190千円

住民基本台帳ネットワーク
システム統合機器更新事業
（登録、証明書交付事業）

（２－４－１）

静岡市民文化会館建設事業

（２－１－２７）

クルーズ客等市内周遊促進事業
（外客誘致推進事業）

（７－２－２）

清水港に寄港するクルーズ客等の外国人観光客をター
ゲットにした高付加価値な体験コンテンツの造成及び受入
環境の整備を実施する実行委員会に対する負担金
１　実施主体　静岡市、（一財）静岡新食文化共創機構、
　　　　　　　　　（株）ＪＴＢグローバルマーケティング＆
　　　　　　　　　トラベルなどで構成する実行委員会
２　実施内容　（１）体験コンテンツの造成
　　（予定）　　　　 ・駿府城公園、久能山東照宮等の地域
　　　　　　　　　　　 資源を生かした高付加価値な体験コン
　　　　　　　　　　　 テンツを造成
　　　　　　　　　　　　(例)　「戦国時代」をイメージした甲冑
　　　　　　　　　　　　　　　 を着ての模擬合戦の体験
　　　　　　　　　　　 　　　　「禅」をイメージした茶畑での座禅
　　　　　　　　　　　　　　　 や伝統工芸に関する体験　など
　　　　　　　　　（２）受入環境の整備
　　　　　　　　　　　・宿泊施設及び観光施設の多言語対応
　　　　　　　　　　　　の支援として、多言語対応のAIチャット
　　　　　　　　　　　　ボットを構築し、アクセス用のQRコード
　　　　　　　　　　　　を配布
　　　　　　　　　　 　・観光案内所に会話が自動翻訳される
　　　　　　　　　　　   端末を設置

観 光
政 策 課

文 化
振 興 課

戸 籍
管 理 課

住民基本台帳ネットワークシステム機器のサポート終了（令
和７年６月末）に伴う住基ネットサーバーの更新に係る架台
設置作業の実施
・設置場所　静岡庁舎
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◎は新規事業、○は拡充事業、☆は臨時的事業 （単位：千円）

課　名
 施　策　・　事　業
   (款－項－目）

予    算    額
  (      )内は、
補正前予算額

内　　容　　等

☆ 9,880 （事業内容）

(0)

【特定財源】 国庫補助金（10/10未満） 9,848

☆ 30,000 （事業内容）

(0)

【特定財源】 繰入金 30,000

保健福祉長寿局

健康福祉部

3,000 （事業内容）

(18,000)

【特定財源】 国庫補助金（2/3） 2,000

☆ 6,482 （事業内容）

(0)

【特定財源】 市債 5,100

令和４年台風第15号により被災した老人福祉施設の修繕
費用に対する助成
・対象施設　　特別養護老人ホーム　１施設
・対象経費　　エレベーター１基、
　　　　　　　 　避難誘導灯など避難表示類27台、
　　　　　　　 　廊下空調室外機２台
・補助率　　 　5/6

運動・スポーツ習慣化促進事業
（社会体育事業）

（１０－６－２）

清水日本平運動公園球技場
設備更新事業
（総合運動場管理事業）

(１０－６－５）

老人福祉施設災害復旧費助成

（１１－６－１）

ス ポ ー ツ
振 興 課

公民連携によるスポーツを通じた健康増進に資する取組
みを実施
１　実施主体　静岡市、中央静岡ヤクルト販売（株）、
　　　　　　　　　清水エスパルスなどで構成する実行委員会
２　実施内容
　（１）市民サポーターの育成
　　　 スポーツの健康効果等に精通し、習慣化を支援でき
　　　 る人材を育成する
　　　 ・全２日コース（基礎編・実践編：１回２時間×２回）
　（２）（仮称）わいわいスポーツフェスの開催
　　　 健康状態のセルフチェックや、楽しく体を動かしなが
　　　 ら運動の効果を体感できる機会を提供する。
　　　 ・実施時期　令和６年10月
　　　 ・実施場所　エスパルスドリームフィールド静岡・清水
　（３）（仮称）「スポーツ・イン・ライフ３か月チャレンジ
　　　 プログラム」の実施
　　　 日々の生活の中でスポーツを気軽に実践する環境を
　　　 提供する。
　　　 ・実施時期　令和６年11月～令和７年１月
　　　 ・実施回数　対面講座４回、動画５本、
　　　　　　　　　　　フォローアップ講座１回

高 齢 者
福 祉 課

企業版ふるさと納税を活用した清水日本平運動公園球技
場（IAIスタジアム日本平）の設備更新
　・更新設備
　　　①トイレの洋式化
　　　　　洋式トイレ70基/全200基　→　150基/全200基
　　  ②選手用ベンチの増設
　　　　　７人掛け４基　→　６基

ス ポ ー ツ
振 興 課

福 祉
総 務 課

生活困窮者一時生活支援事業
（生活困窮者自立促進支援
事業）

（３－１－１）

住まいのない生活困窮者に対し、宿泊場所及び食事の提
供を行い、自立につなげるための支援に係る事業費の増
額
・対象者　　　生活困窮者自立相談支援機関の相談支援
　　　　　　　　 を受けている者で、住居がなく、資産・収入
　　　　　　　　 要件を満たす者
・提供場所　 市と協定を締結しているホテル・旅館　など
・協定単価　 6,000円/日　→　7,000円/日
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◎は新規事業、○は拡充事業、☆は臨時的事業 （単位：千円）

課　名
 施　策　・　事　業
   (款－項－目）

予    算    額
  (      )内は、
補正前予算額

内　　容　　等

保健衛生医療部

◎ 140,000 （事業内容）

(0)

子ども未来局

12,760 （事業内容）

(18,179,403)

【特定財源】 国庫負担金（1/2） 6,380
県負担金（1/4） 3,190

経済局

農林水産部

☆ 40,000 （事業内容）

(0)

【特定財源】 県補助金（1/2） 20,000

私立こども園・保育所等給付
事業

（３－２－２）

森 林
政 策 課

幼 保
支 援 課

帯状疱疹ワクチン接種費助成
（各種予防接種事業）

（４－２－５）

静岡県と共同での行政代執行による違法盛土の安定化及
び植樹・緑化による森林への復旧に係る負担金
・盛土地区　　　葵区日向地区
・盛土面積　　　約6.0ｈａ
　　　　　　　　　　うち森林法違反（市管轄）　約5.8ｈａ
　　　　　　　　　　うち砂防法違反（県管轄）　約6.0ｈａ
・盛土量　　　 　375,000㎥
・実施内容　　　沈砂池の設置、盛土の安定化、
　　　　　　　　　　法面整形、植樹　など
・スケジュール　令和６年８月　戒告書の発出
　（予定） 　　　　（以下、違反者が是正しない場合）
　　　　　　　　　  令和６年９月　　県・市実施協定の締結
　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 代執行令書の発出
　　　　　　　　　  令和６年10月 　工事着手
　　　　　　　　　  令和８年３月　　完了予定

感 染 症
対 策 課

帯状疱疹ワクチンの接種費用を助成
・対象者　　　　　　帯状疱疹不活化ワクチンを接種する
　　　　　　　　　　　 50歳以上の市民
・助成対象時期　令和６年10月１日以降の接種が対象
・想定接種者数　7,000人（令和６年10月～令和７年３月）
・助成上限額　　　接種１回あたり10,000円
・助成回数　　　　 １人あたり２回接種まで

違法盛土防災対策事業費
負担金

（６－２－４）

私立保育所等の職員配置基準の改正に伴う給付費の加
算の創設によって不足する給付費の増額
・改正内容　　保育士等の配置基準
　　　　　　　　　（児童数：職員数）
　　　　　　　　　　　　　　　　　＜改正前＞　　＜改正後＞
　　　　　　　　　３歳児クラス　　　20：1　　→　　15：1
　　　　　　　　　４・５歳児クラス 　30：1　　→　　25：1
・実施内容　　４歳、５歳児クラスにおいて改正後配置基準
　　　　　　　　　を満たす施設に対して、新たに創設された
　　　　　　　　　４歳以上児配置改善加算を適用
・施設数
　①４歳・５歳児を受け入れる市内私立保育施設　106施設
　②４歳・５歳児クラスにおいて改正後配置基準　 103施設
　　 を満たす施設
　③すでにより有利な加算 （チーム保育推進加算
　　 等）を受けており、４歳以上児配置改善加算が
　　 適用されない施設　　　　　　　　　　　　　　　　　　94施設
　④４歳以上児配置改善加算の適用を受ける施設　９施設
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◎は新規事業、○は拡充事業、☆は臨時的事業 （単位：千円）

課　名
 施　策　・　事　業
   (款－項－目）

予    算    額
  (      )内は、
補正前予算額

内　　容　　等

都市局

都市計画部

120,000 （事業内容）

(140,000)

【特定財源】 国庫補助金（1/2） 60,000
市債 54,000

☆ 15,050 （事業内容）

(7,250,000)

100,676 （事業内容）

(949,445)

【特定財源】 国庫補助金（1/2） 50,338
市債 45,300

建設局

土木部

3,194 （事業内容）

(214,738)

【特定財源】 県補助金（3/4） 2,395

道路部

753,337 （事業内容）

(931,900)

【特定財源】 国庫補助金（5.5/10、1/2、1/3） 411,235
市債 304,200

361,239 （事業内容）

(935,580)

【特定財源】 国庫補助金（5.5/10、1/2） 195,888
市債 148,800

緑 地
政 策 課

能登半島地震災害支援（珠洲市）に要する経費に係る一
般会計負担金

国庫補助金事業の認証に伴う事業費の増額
・実施内容　　　PFIによる再整備事業
・実施業者　　　大浜シーリゾート株式会社
　　　　　　　 　　　（代表企業：小雀建設株式会社）
・実施時期　　　令和６年度　建設工事
　　　　　　　　　　令和７年度　リニューアルオープン（７月）

道 路
計 画 課

大浜公園再整備事業
（公園整備事業）

（８－４－１１）

地籍調査事業

（８－４－１３）

道路新設改良事業

（８－２－３）

都 市
計 画 課

国庫補助事業の認証に伴う事業費の増額
　・実施箇所　中野小鹿線（駿河区小鹿）
　・実施内容　交差点改良工事

建 設
政 策 課

道 路
計 画 課

１　国庫補助事業の認証に伴う事業費の増額
　・実施箇所　（都）宮前岳美線（葵区千代田二丁目～
　　　　　　　　　葵区竜南一丁目）など９路線
　・実施内容　道路拡幅など

２　国庫補助事業の認証に伴う事業費の減額

１　国庫補助事業の認証に伴う事業費の増額
　　・実施箇所　（主）山脇大谷線
　　　　　　　　　　　（駿河区小鹿～駿河区宮川）など７路線
　　・実施内容　バイパス整備 など

２　国庫補助事業の認証に伴う事業費の減額

県補助事業の認証に伴う事業費の増額
・調査箇所　駒越東町外５地区、三保地区
・実施内容　地籍調査（現地測量、立会など）

都 市
計 画 課

街路整備事業

（８－４－９）

道路新設改良事業

（８－２－３）

下水道事業負担金

（８－７－１）
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◎は新規事業、○は拡充事業、☆は臨時的事業 （単位：千円）

課　名
 施　策　・　事　業
   (款－項－目）

予    算    額
  (      )内は、
補正前予算額

内　　容　　等

358,068 （事業内容）

(1,211,150)

【特定財源】 国庫補助金（1/2） 179,034
市債 161,100

59,976 （事業内容）

(895,635)

【特定財源】 国庫補助金（1/2） 29,988
市債 26,100

386,100 （事業内容）

(993,874)

【特定財源】 国庫補助金（5.5/10、1/2） 209,608
市債 160,600

24,583 （事業内容）

(3,415,895)

【特定財源】 国庫補助金（5.5/10） 13,523
市債 6,200

教育局

☆ 10,000 （事業内容）

(0)

【特定財源】 国庫補助金（10/10） 10,000

道路自然災害防除事業

（８－２－２）

道 路
保 全 課

１　国庫補助事業の認証に伴う事業費の増額
　・実施箇所　（主）南アルプス公園線（大島橋２）など
　　　　　　　　　19路線
　・実施内容　道路橋の補修 など

２　国庫補助事業の認証に伴う事業費の減額

道 路
保 全 課

１　国庫補助事業の認証に伴う事業費の増額
　・実施箇所　（主）井川湖御幸線（籠上）など９路線
　・実施内容　道路舗装の打換え事業

２　国庫補助事業の認証に伴う事業費の減額

道 路
保 全 課

国庫補助事業の認証に伴う事業費の増額
・実施箇所　（県）三ツ峰落合線（落合（平瀬道下））など
　　　　　　　　４路線
・実施内容　道路の法面対策事業など
　

橋りょう整備事業

（８－２－５）

高等学校DX加速化推進事業
（市立清水桜が丘高等学校
振興事業）

（１０－４－２）

道路舗装整備事業

（８－２－２）

道 路
保 全 課

交通安全施設整備事業

（８－２－４）

１　国庫補助事業の認証に伴う事業費の増額
　・実施箇所　（主）山脇大谷線（大谷工区）など21路線
　・実施内容　無電柱化、自転車走行空間整備 など

２　国庫補助事業の認証に伴う事業費の減額

教 育
総 務 課

静岡市立清水桜が丘高等学校におけるデジタル人材の育
成
・実施内容　　①外部講師による教員の研修及び生徒の
　　　　　　　　　　 授業
　　　　　　　　  ②教材用として生徒が編集・発信できる学校
　　　　　　　　　　 ホームページの構築
　　　　　　　　  ③無線LAN環境の整備
　　　　　　　　　　 （視聴覚ホール、体育館）
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第２表　　繰越明許費

（追　加）

事　　　業　　　名 金　額

千円

9 消 防 費 1 消 防 費 60,243

62,043

48,257

款 項

常 備 消 防 装 備 整 備 費

非 常 備 消 防 装 備 整 備 費

広 域 常 備 消 防 装 備 整 備 費

議案第108号　令和６年度静岡市一般会計補正予算（第２号）（抜粋）
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第３表　　債務負担行為補正

（追　加）

事　　　　　　　項

住 民 基 本 台 帳
ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム
統 合 機 器 設 置 費
（ そ の １ ）

令 和 ７ 年 度
　令和６年度に脱炭素先行地域再エネ設備等導入事業
補助金を交付決定し、その金額を令和７年度に交付す
る。

　令和６年度に住民基本台帳ネットワーク機器更改業
務委託契約を締結し、その金額を令和７年度に支払
う。

自 令 和 ７ 年 度

至 令 和 ９ 年 度

脱 炭 素 先 行 地 域
再 エ ネ 設 備 等
導 入 事 業 補 助 金

期　　間 限　　度　　額

　令和６年度に戸籍等証明書出力用機器等賃貸借契約
を締結し、その金額の一部を令和７年度以降３年間で
支払う。

31,140千円

23,430千円

令 和 ７ 年 度

自 令 和 ７ 年 度

至 令 和 ９ 年 度

戸 籍 等 証 明 書 出 力 用
機 器 等 設 置 費
（ 市 民 サ ー ビ ス
コ ー ナ ー 分 ）

住 民 基 本 台 帳
ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム
統 合 機 器 更 改 業 務 経 費

39,930千円

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に住民基本台帳ネットワークシステム統
合機器賃貸借契約を締結し、その金額を令和７年度以
降６年間で支払う。

至 令和１２年度

162,000千円

　令和６年度に住民基本台帳ネットワークシステム統
合機器賃貸借契約を締結し、その金額を令和７年度以
降３年間で支払う。

議案第108号　令和６年度静岡市一般会計補正予算（第２号）（抜粋）

違 法 盛 土 防 災 対 策
事 業 費 負 担 金

218,000千円

令 和 ７ 年 度
　令和６年度に違法盛土防災対策事業に係る協定を締
結し、その金額の一部を令和７年度に支払う。

住 民 基 本 台 帳
ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム
統 合 機 器 設 置 費
（ そ の ２ ）

147,900千円
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（変　更）

事　　　　　　　項 区分 期　　間 限　　度　　額

変 自令和７年度

更 １２,２７２,０００千円

前 至令和９年度

変 自令和７年度

更 １５,０７０,０００千円

後 至令和１０年度

変

更 令 和 ７ 年 度 ４０,０００千円

前

変

更 令 和 ７ 年 度 ４５,０００千円

後

変

更 令 和 ７ 年 度 ４３,０００千円

前

変

更 令 和 ７ 年 度 ７０,０００千円

後

静 岡 市 民 文 化 会 館
再 整 備 事 業 費
（ そ の ２ ）

国道１５０号新日本坂トンネル
換 気 設 備 整 備 事 業 費

国 鉄 操 車 場 北 側 線
栗 原 橋 ２ 補 修 事 業 費
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第４表　　市債補正

（追　加）

起　債　の　目　的 利 率 償 還 の 方 法

千円

企 画 調 整 事 業 2,250,000 1 借入先 　７％以内

老人福祉施設整備
事 業

5,100
政府、銀行その他

2 借入方法

普通貸借又は債券
発行

（他の地方公共団
体との共同発行を
含む。）

3 借入時期

令和６年度

議案第108号　令和６年度静岡市一般会計補正予算（第２号）（抜粋）

限 度 額 起 債 の 方 法

融通条件の定め
のある資金につい
ては、その融通条
件により、その他
の 資 金 に つ いて
は、相手方との協
定によるものとす
る。

ただし、市財政
の都合により、据
置期間及び償還期
間を短縮し、若し
くは繰上償還又は
借換をすることが
できる。

（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率とする。）

　ただし、市財政
の都合により、起
債額の全部又は一
部を翌年度に繰り
延べて借り入れる
ことができる。
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第●表　　市債補正

（変　更）

千円 千円 千円

市民文化会館建設事業 67,000 △ 67,000 0

道 路 維 持 事 業 1,502,500 187,200 1,689,700

道 路 新 設 改 良 事 業 6,369,000 358,200 6,727,200

交通安全施設整備事業 239,300 160,600 399,900

橋 り ょ う 整 備 事 業 1,306,500 6,200 1,312,700

街 路 築 造 事 業 603,500 148,800 752,300

公 園 整 備 事 業 913,400 45,300 958,700

△印は減

起　債　の　目　的
限　　　度　　　額

補正前の額 補　正　額 補正後の額
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幅2幅2 幅13.5 幅11 幅11 幅11 幅2幅2 幅13.5 幅11 幅11 幅11

（２）　特別会計

◎は新規事業、○は拡充事業、☆は臨時的事業 （単位：千円）

（介護保険課）

補正前予算額 補正額 補正後予算額 補正前予算額 補正額 補正後予算額

1 保険料 15,632,071 15,632,071 1 総務費 1,522,470 1,522,470

2 使用料及び手数料 1 1 2 保険給付費 69,056,654 69,056,654

3 国庫支出金 16,431,715 16,431,715 3 地域支援事業費 2,335,531 2,335,531

4 支払基金交付金 19,237,980 19,237,980 4 基金積立金 2,839 2,839

5 県支出金 10,185,600 10,185,600 5 公債費 1,479 1,479

6 財産収入 2,839 2,839 6 諸支出金 475,027 14,628 489,655

7 繰入金 11,712,895 14,628 11,727,523 ① 償還金及び還付加算金 177,161 14,628 191,789

① 一般会計繰入金 11,168,000 11,168,000 ② 繰出金 297,866 297,866

② 基金繰入金 544,895 14,628 559,523 7 予備費 1,000 1,000

8 繰越金 178,161 178,161

9 諸収入 13,738 13,738

73,395,000 14,628 73,409,628 73,395,000 14,628 73,409,628

【歳入】
7 繰入金 14,628

②基金繰入金
☆ 介護保険サービス料の負担割合及び負担限度額を 14,628

遡って変更する際の事務処理誤りを是正することに

よる国・県負担金等の返還に伴う増額

【歳出】
6 諸支出金 14,628

①償還金及び還付加算金
☆ 介護保険サービス料の負担割合及び負担限度額を 14,628

遡って変更する際の事務処理誤りを是正することに

よる国・県負担金等の返還に伴う増額

合計 合計

介護保険事業会計

歳入 歳出

科目 科目

主な事業の内容
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幅2幅2 幅13.5 幅11 幅11 幅11 幅2幅2 幅13.5 幅11 幅11 幅11

（３）　企業会計

◎は新規事業、○は拡充事業、☆は臨時的事業 （単位：千円）

（上下水道局）

補正前予算額 補正額 補正後予算額 補正前予算額 補正額 補正後予算額

1 営業収益 11,377,066 11,377,066 1 営業費用 9,852,222 9,852,222

2 営業外収益 707,711 228,923 936,634 2 営業外費用 819,226 211,257 1,030,483

① 受取利息及び配当金 13,803 13,803 ① 支払利息及び企業債取扱諸費 531,416 531,416

② 他会計補助金 195,790 195,790 ② 消費税及び地方消費税 249,310 249,310

③ 長期前受金戻入 429,009 429,009 ③ 災害支援費 0 195,716 195,716

④ 雑収益 69,109 228,923 298,032 ④ 雑支出 38,500 15,541 54,041

3 特別利益 7,223 7,223 3 特別損失 4,552 4,552

4 予備費 1,000 1,000

12,092,000 228,923 12,320,923 10,677,000 211,257 10,888,257

【収入】
2 営業外収益 228,923

④雑収益 ☆ 能登半島地震災害支援（珠洲市）に要する経費 195,716
に係る収入

☆ 令和３・４年度消費税及び地方消費税の 33,207
更正の請求に伴う還付

【支出】
2 営業外費用 211,257

③災害支援費 ☆ 能登半島地震災害支援（珠洲市）に要する経費 195,716
④雑支出 ☆ 平成30・令和元年度消費税及び地方消費税の 390

修正申告に伴う延滞税
☆ 平成30・令和元年度消費税及び地方消費税の 15,151

修正申告に伴う追加納税

合計 合計

水道事業会計（収益的収支）

収入 支出

科目 科目

主な事業の内容
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幅2幅2 幅13.5 幅11 幅11 幅11 幅2幅2 幅13.5 幅11 幅11 幅11

◎は新規事業、○は拡充事業、☆は臨時的事業 （単位：千円）

（上下水道局）

補正前予算額 補正額 補正後予算額 補正前予算額 補正額 補正後予算額

1 16,136,274 16,136,274 1 営業費用 20,408,467 20,408,467

2 営業外収益 6,239,726 67,415 6,307,141 2 営業外費用 1,838,762 15,050 1,853,812

① 受取利息及び配当金 13,747 13,747 ① 支払利息及び企業債取扱諸費 1,653,536 1,653,536

② 他会計負担金 1,375,000 15,050 1,390,050 ② 消費税及び地方消費税 150,000 150,000

③ 国庫補助金 79,036 79,036 ③ 災害支援費 0 15,050 15,050

④ 長期前受金戻入 4,703,098 4,703,098 ④ 雑支出 35,226 35,226

⑤ 消費税及び地方消費税還付金 1 1 3 特別損失 4,771 4,771

⑥ 雑収益 68,844 52,365 121,209 4 予備費 1,000 1,000

22,376,000 67,415 22,443,415 22,253,000 15,050 22,268,050

【収入】
2 営業外収益 67,415

②他会計負担金 ☆ 能登半島地震災害支援（珠洲市）に要する経費 15,050
に係る一般会計負担金

⑥雑収益 ☆ 令和３・４年度消費税及び地方消費税の 52,365
更正の請求に伴う還付

【支出】
2 営業外費用 15,050

③災害支援費 ☆ 能登半島地震災害支援（珠洲市）に要する経費 15,050

営業収益

下水道事業会計（収益的収支）

収入 支出

科目 科目

合計 合計

主な事業の内容
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令和６年度  ６月補正予算   給与費等一覧表（全会計）

災 　 害 恩給及び 合　計

補 償 費 退職年金

 Ａ （ア）

　  一　　 　般　 　　会　　 　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

電 気 事 業 会 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

特 競 輪 事 業 会 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

国 保 （ 事 業 ） 会 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

別 国 保 （ 直 診 ） 会 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

会 駐 車 場 事 業 会 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

介 護 保 険 事 業 会 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 中央卸売市場事業会計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ｂ （イ）

特 別 会 計 の 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

簡 易 水 道 事 業 会 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

病 院 事 業 会 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

水 道 事 業 会 計 0 0 10,587 0 10,587 0 0 0 0 0 0 10,587

下 水 道 事 業 会 計 0 0 8,783 0 8,783 0 0 0 0 0 0 8,783

農業集落排水事業会計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ （ウ）

企 業 会 計 の 計 0 0 19,370 0 19,370 0 0 0 0 0 0 19,370

（エ）＝ア＋イ＋ウ

0 0 19,370 0 19,370 0 0 0 0 0 0 19,370

※補正後給与費等総額 92,524,967 千円

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

  （単位　千円）

給 与 費 明 細 書 に 掲 載 さ れ て い る も の 左　記　以　外 

区　　　　　分
報　酬 給　料 職員手当 共 済 費 計 児童手当 互助会費 そ の 他 計

企
　
業
　
会
 

計

総　　合　　計
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